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見直じ案  

【経過堤置ユ   

②一旦馳騒祉：上の資格取得後㌧  
姻 ある者lこつい   

てlよ、平成2生年3月31巳蓋ての問Jこ＿厚生労働大臣   

ば足りることとする．   ③（胸   
裏陰に該当する看であっても差し支えないものとするれ   

福祉法貰6粂に規定する社会福祉主事と して、8年以   

脚事した経験のある毛   

での間lこ、社会福祉法 イ 平成21年3月31日ま人全   
国社会福祉協議会が行う社会福祉士養成施設美音   

酬丑会福祉士の   

資塵を有する者  
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○効果的な実習教育を確保する観点から、実習は1の実習施設において120時間以上   
行うことを基本とする。   

○実習担当教員が週1回以上の定期的巡回指導を行わなければならない要件を緩和す   

る。  

見直し案  

①各実習施設における実習計画が、当該実習施設との  

連携の下に定められていること。  

助の一連の過程を網羅的力、つ集中  

、1の実習施設において120畦鼠   

以土jラうこ娃基本とすること。  

③実習担当教員蛙⊥少なくとも週1回以上の定期的巡   

回指導を行うこL   

馳L真豊艶阻中   
に、一少なくとも1匝以上迦墜匝臨豊をi王去三とを前提lこ、  

実習施設との十分な連携の下、実習期間中lニ学生が  

も差し支えないこととするれ  

④実習において知り得た個人の秘密の保持について、  

実習生が十分配慮するよう指導すること。  

Q）各実習施設における実習計画が、当該実習施設との   

連携の下に定められていること  

②実習施設は、実習担当教員による週1回以上の定期   

的巡回指導が可能な地域に存すること。  

③実習において知り得た個人の秘密の保持について、  

実習生が十分配慮するよう指導すること。  

○ 現に福祉サービスに従事してる者について、その負担を軽減し、社会福祉士国家資格   

の取得を促す観点から、現行の1年以上の実務経験を経た者については、実習及び実   

習指導が免除される取扱いを維持する。  

見直し案   現行   

指定施設において一年以上相談援助の業務に従事し  指定施設において一年以上相談援助の業務に従事し   

た後、入学し、又は入所する者については、祖談援助案  た後、入学し、又は入所する者については、社会福祉援   

習及び担談援助美里塩導の履修を免除することができる  助j抹‾ 自由習及び社会猛祉援助技術現場塞呈脳、酋  

の履修を免除することができる。   
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Ⅴ 通信課程  

98  

○ 通信課程における教育内容については、実践力の高い社会福祉士を養成するという   

観点に立って、講義系科目に係る面接 
習に関する面接授業の充実を図る。   

○ また、通信課程における実習については、現行、通学課程の半分の時間数で足りるこ   

ととされていたが、上記と同様の観点から、通学課程と同様の時間数への充実を図る。  
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科目名   
麿堺  一般養成施設  短期養成施設  

作㈲          面接授業  印刷教材  実習  面接授業  印刷教材  実習   

人体の構造と機能及び疾病   30ム  90h  

心理学理論と心理的支援   30／l  90h  

社会理論と社会システム   30／】  90h  

現代ネ土会と福祉   60／丁    ／  180h    ／    ／  180h  

社会調査の基礎   30／丁  

相談援助の基盤と専門職   60／T  

相談援助の理論と方法   †20ん  

地域福祉の理論と方法   60／】  

福祉行財政と福祉計画   30／）  

福祉サービス組織と経営   

社会保障   

高齢者に対する支援と介護保険制度   

障害者に対する支援と障害者自立支援制度   

児童や家庭に対する支援と児童・家庭福祉制度   

低所得者に対する支援と生活保護制度   

保健医療サービス   

就労支援サービス   

権利擁護と成年後見制度   

更生保護制度   

相談援助演習   了50／了   

相談援助実習指導   9（〕わ   

相談援助実習   丁βロム  

基率坤≡；こ；＝・；≡…  ‡‡手；≡≡三三三≡≡ア雑：：÷ 孝之軒 毀顧姉＝＝‡－≡㌻≡  ≡真珠翫辟 

（参考）現行の通信課程における教育力リキュラム  
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○養成施設の通信課程における教育方法に関する基準については、現行の基準を前提   

としつつ、面接授業（スクー」ノング）については、大学等や養成施設等への委託が可能な   

取扱いとする。【一般養成施設・短期養成施設共通】  

見直し案  

（D 印刷教材は、別表第○に定める各科目について、同   

表に定める時間以上の学習を必要とするものであって、   

その内容は次によるものであること。  

（1）正確、公正であって、かつ、配列、分量、区分及び図  

表が適切であること。  

（2）統計その他の資料が新しく、かつ、権威あるもので  

あること。  

（3）自学自習についての便宜が適切に図られていること。  

② 面接授業は、養成施設等の教員lこよって行わなけれ   

ばならない＜た＿だ」当該養成鹿設蔓塑宣言左直捜投票   

の管理等を弛異に行うことかてきる唱合一∈あって、委   

託先が次のし地目二該当する場合につし岨面   

し支えなし㌦  

（2）社会福祉士の養成を行う大学等  

③面接授業の内容は、別表第○に定めるもの以上であ   

ること。  

①印刷教材は、別表第三に定める各科目について、同  

表に定める時間以上の学習を必要とするものであって、   

その内容は次によるものであること。  

（1）正確、公正であって、かつ、配列、分量、区分及び図  

表が適切であること。  

（2）統計その他の資料が新しく、かつ、権威あるもので  

あること。  

（3）自学自習についての便宜が適切に図られていること。  

（∋面接授業の内容は、別表第三に定めるもの以上であ   

ること。  
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見直し案  

④通信課程における指導は、通信指導及び添削指導と   
し、その方法は、次によること。  

（1）通信指導は、計画的に行うこと。  
（2）添削指導は、別表第○に定める各科目について一   
回以上行うこととし、添削に当たっては、採点、講評、   
学習上の注意等を記入すること。   
※ 通信課程の学生の評価に当っては、指定規則別  
表第○に定める科目毎に、当該授業内容への理解   

点から、少なくとも1回以上レポー 

の確認を行う観ト   等の提出を束めるとともに⊥印刷教材による授業の  
時間数90時間（印刷教材による紳  
時間に満たな蜘去当該時間数1につ  
き1回以上の添削指導を行うものとする。（相談援助  
実習及び相談援助実習指導は除く。）  

⑤ 別表第○に定める各科目を教授するのに必要な数   

の教員を有し、かつ、一人は専任教員であること。   
※ 添削指導者  

各科目毎の教員の資格要件に該当する者及び  

現に大学院において、当該科目に関する研究領域  
を専攻している者  

⑥講義室が面接授業実施期間において確保されている   

こと。  

⑦少なくとも学生二十人につき一室の割合の演習室が   

面接授業実施期間において確保されていること。  
⑧実習の内容は、別表第○に定めるもの以上であるこ   

と。  

③通信課程における指導は、通信指導及び添削指導と   

し、その方法は、次によること。  

（1）通信指導は、計画的に行うこと。  

（2）添削指導は、別表第三に定める各科目について一   

回以上行うこととし、添削に当たっては、採点、講評、   

学習上の注意等を記入すること。   

※ 通信課程の学生の評価に当っては、指定規則別  

表第三に定める科目毎に、面接授業時に試験等を  
裏施するとともに、印刷教材による授業の時間数旦1  

睦屈につき1回以上の添削指導を行うものとする。   

（社会福祉援助技術現場実習及び社会福祉援助技  

術現場実習指導は除く。）  

④別表第三に定める各科目を教授するのに必要な数   

の教員を有し、かつ、一人は専任教員であること。   
※ 添削指導者  

各科目毎の教員の資格要件に該当する者及び  

現に大学院において、当該科目に関する研究領域  

を専攻している者  

⑤講義室が面接授業実施期間において確保されている   
こと。  

⑥少なくとも学生二十人につき一室の割合の演習室が   

面接授業実施期間において確保されていること。  

⑦実習の内容は、別表第三に定めるもの以上であるこ   

と。  
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○ 養成施設の通信課程については、現行、事務職員の配置が求められていないが、事   

務作業等による教員の負担を軽減し、教育へ専念させる観点から、新たに事務職員の   
配置を義務づけることとする。【一般養成施設・短期養成施設共通】  

見直し案   現行  

三とL  

は通信課引こ、iる教 員と兼務し  虜雇’をL   

てはならないこと   

104  

105   



Ⅵ 情報公開  

106  

○ 社会福祉士養成施設については、今後、その入学希望者が自らの希望に応じて適切   
な選択ができるよう、必要な情報を提供していくことが重要であることから、一定の内容   
について、新たに情報開示を行うものとする。【一般養成施設・短期養成施設共通】  

1．現行の要件  

○ 現行の社会福祉士養成施設の指定基準においては、情報開示に係る具体的な規定は定められて  

いないところ。   

○ しかしながら、介護福祉士については、平成18年7月に取りまとめられた介護福祉士のあり方及  

びその養成プロセスの見直し等に関する検討会報告書「これからの介護を支える人材について」に  

おいては、次のとおり提言がなされているところ。  

・養成施設の施設設備等については、現在、必要な教室、教育用器具機材、図書の整備など項目ごとに詳1   
細に定められている0しかしながら、今後、教育内容の見直しに合わせ、養成施設入学希望者等への情報・  

の 提供を図る観点から、施設準備整備状郷関係者の意見も十分踏ま 圭  

が教室由査（カリキュラム、，ラ′くス、教科亘  
＼、 脚実習先専にういて」腹報提倶をすることが重要である。ノ  
、 
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2．見直し案  

⊥1）情報阻昼型壇旦  

○ 社会福祉士養成施設における情報開示の項目については、他の制度における情報開示の項目   

を参考としつつ、次のとおり定め、これらの開示を行うものとする。  

【法人情報】  

（か 法人種別、法人名称、法人の主たる事務所の住所・達綺先  
② 法人代表者氏名  
③ 責成施設以外の実施事業  
④ 財務諸表  

【養成施設情報】  

（D 責成施設名称、責成施設の住所・連絡先  

② 養成施設代表者氏名  
③ 責成施設の開設年月日  
④ 学則  

⑤ 研修施設、図書館（蔵書数を含む。）等の設備の概要  
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【養成課程情報】   

① 養成課程のスケジュール（期間、日程、時間数）  

② 定員  
③ 入学までの流れ（募集、申し込み、資料請求先）  

④ 費用  
⑤ 科目別シラバス  
◎ 教員数、科目別担当教員名（教員の名前、略歴、保有資格）  

⑦ 教材  

⑧ 協力実習機関の名称、住所、事業内容  
⑨ 実習プログラムの内容・特徴  

【実績情報】  

－ 
－∴三三三  

の延べ人数  

の進路の状況（就職先の施設種別、卒業者のうらの就職者数）  

【その他情幸別  

その他、利用者の選択に資する情報  
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○ ワムネットや養成施設のホームページ等を通じて、広く一般に公開することを原則とする。   

○ なお、入学希望者等が開示された情報を容易に比較検討できるよう、情報開示に係る標準的な   

様式例を示すことを検討する。   

（3）留意事項  

○ 情報開示の義務付けと併せて、開示内容の適正性を担保する観点から、虚偽又は誇大な情報   

を開示してはならないこととする。  
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国家試験の受験資格における  

実務経験の範囲  

112  

1．就労支援分野に従事する者の位置付け  

○ 昨今の福祉サービス現場においては、自立した日常生活を支える観点から、就労支援の重要性   
が高まっていることから、新たに実務経験の対象施設として、障害者就業・生活支援センター等を位   

置付けることとする。  

【現行】  【見直し案】  

次に掲げる施設において、相談援助を行  

う専任の職員を実務経験の対象とする。  

（む 障害者就業・生活支援センター  

②地域障害者職業センター、広域障害者   

職業センター  

③障害者雇用納付金制度に基づく第1号   

職場適応援助者助成金の支給対象となっ   

ている施設等  

④ 発達障害者支援センター   

・層害者戯貰・．生ノ芽．貢窟センター筈にお／ナ  

る戯仁つい丁ば、兵’産卵のノ村費とをっ   

rいない‘，  
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2．児童養護施設等の保育士の位置付l  

○ 児童養護施設等に配置される保育士については、当該施設が行うサービスの内容として生活指  

導や職業指導等に係る相談援助業務が制度的に位置付けられている（最低基準において明記さ  

れている）ことから、現行、既に実務経験として認められている児童指導員と同様に、保育士につい  

ても実務経験を認めることとする。   

なお、対象となる施設は、児童福祉施設のうち、生活指導や職業指導等がサービスとして位置付   

けられているものに限るものとする。  

【見直し案】  【現行】  

生活指導や職業指導等がサービスとして  

位置付けられている次に掲げる施設に配  

置されている保育士についても実務経験  

の対象とする。  

①乳児院（児童指導員を含む。）  
②児童養護施設  
③情緒障害児短期治療施設  
④知的障害児施設  
⑤知的障害児通園施設  
⑥盲ろうあ児施設  

（∋肢体不自由児施設  

⑧ 重症心身障害児施設  

（9 重症心身障害児通園事業  

児童義務晩熟訂二お」ケる庚育士仁つい  

て‘ぱ、拗の対象とをっ丁いをい。  

高齢者軌細胞   障害者蘭操施殻   墟童顔穣施蕗   その他   

・養護老人ホーム   ・身体障害者更生相談所   ・児童相談所   ・保健所   
・特別養護老人ホーム   ・身体障害者福祉センター   ・母子生活支援施設   ・病院・診療所   
・軽費老人ホーム   ・身体障害者更生施設   ・児童養護施設   ・救護施設   
・老人福祉センター   ・身体障害者療護施設   ・児童自立支援施設   ・更生施設   
・老人短期入所施設   ・身体障害者授産施設   ・児童家庭支援センター   ・授産施設   
・老人デイサービスセンター   ・身体障害者生活支援事業   ・児童自立生活援助事業   ・宿所提供施設   
・老人介護支援センター   ・身体障害者自立支援事実   ・短期入所生活援助事業、夜間養護等  ・福祉事務所   
・指定通所介護（基準該当を含む。）  ・知的障害者更生相談所   事業   ・婦人相談所   
・指定介護予防適所介護（基準該当を含  ・知的障害者更生施設   ・地域子育て支援事業   ・婦人保護施設   

む。）   ・知的障害者授産施設   ・知的障害児施設   ・母子福祉センター   
・指定短期入所生活介護（基準該当を含  ・知的障害者福祉工場   ・知的障害児通園施設   ・隣保館   

む。）   ・知的障害者通勤寮   ・盲ろうあ児施設   ・地域福祉権利擁護事業   
・指定介護予防短期入所生活介護（基準  ・療育等支援事業   ・肢休不自由児施設   ・市区町村社会福祉協議会   

該当を含む。）   ・地域障害者生活支援事業   イ青繕障害児短期治療施設   ・地方更生保護委員会・保護観察所   
・指定通所リハビリテーション   ・のぞみの園   ・重症心身障害児施設   ・更生保護施設   
・指定介護予防通所リハビリテーション  ・精神保健福祉センター   ・児童デイサービス   ・労災特別介護施設   

・指定短期入所療養介護   ・精神障害者生活訓練施設   ・心身障害児総合通園センター   ・地域福祉センター   
・指定介護予防短期入所療養介護  ・精神障害者授産施設   ・国立病院委託病床   ・ホームレス相談推進業務   

・指定認知症対応型適所介護   ・精神障害者福祉工場   ・重症心身障害児（者）通園事業   ・ホームレス自立支援センター   
・指定介護予防認知症対応型適所介護  ・精神障害者地域生活支援センター  ・家庭支援電話相談事業   

・指定小規模多機能型居宅介護   ・精神障害者退院促進支援事業  ・ヴェトナム難民収容所   

・指定介護予防小規模多機能型居宅介  ・相談支援事集  ・子供家庭相談事菓   
護   ・障害者支援施設  巧L幼児健全育成相談事業   

・指定認知症対応型共同生活介護  t生活介護  ・すこやかテレホン事業   
・指定介護予防認知症対応型共同生活  ・知的障害者専門相談事菓  
介護  ・就労移行支援  

・指定居宅介護支援  ・就労継続支援  
・介護老人福祉施設  ■重度障害者等包括支援  
・介護老人保健施設  ・障害者デイサービス  
t介護療養型医療施設  ・短期入所  
・地域包括支援センター  ・共同生活介護  
・生活支援ハウス  ・共同生活援助  
・有料老人ホーム  ・福祉ホーム  
・指定特定施設入居者生活介護を行う適  
合高齢者専用賃貸住宅  ・日中一時支援事業  

・地域密着型特定施設入居者生活介護  
を行う適合高齢者専用賃貸住宅  ・聴覚障害者情報提供施設  

・指定介護予防特定施設入居者生活介  
護を行う適合高齢者専用賃貸住宅  

・高齢者総合相談センター   J■  



○ 現行制度においては、実務経験の対象施設において実務経験を有する者については、社会福祉   
士養成施設における実習が免除されることとされているが、実務経験の対象施設と実習施設の範   

囲を比較すると、実務経験の対象施設の範囲の方が広く、必ずしも両者の整合性が確保されてい   
ない状況にある。   

こうした現状を踏まえ、実習施設の範囲と実務経験の対象施設の範囲とが原則として一致（現に廃  

止されている施設を除く。）するよう、見直しを行う。  

【見直し案】  

離統御啓富者腿／ニついて‾ぼ、  
真淵の対顔彪の願囲亡ぼ好産材げら  

．れ口lをカfち、臭■ぎ鹿穿の願虜ソニぱ位置〟・  

／ナら一れて1咤れ㌧  

実務経験の対象施設の範囲と実習施設の  

範囲を原則として一致させる。  

※ 実務経験の対象施設に位置付けられていながら、実習施設に位置付けられていないものであって、新たに   

実習施設として位置付けるもの（（か）や実務経験の対象施設及び実習施設の双方に新たに位置付けるもの（（a）  

① 精神障害者生活訓練施設、精神障害者授産施設、精神障害者福祉工場、指定小規模多機能型居宅  

介護、指定適所リハビリテーション、指定短期入所生活介護、指定短期入所療養介護事業所、指定認知  

症対応型共同生活介護、指定特定施設入居者生活介護、指定居宅介護支援事業所、ホームレス自立   

支援センター  

（∋ 更生保護施設、広域障害者職業センター、地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター、  

一定の要件を満たす独立型社会福祉士事務所 等  

設  障害者関係施設   児童関係施設   その他  

ー  ・相談支援事業   ・児童相談所   ・病院・診療所  
・障害者支援施設   ■母子生活支援施設   ・救芸隻施設  
・生活介護   ■児童養護施設   ・更生施設  
・自立訓練   ■知的障害児施設   ・授産施設  

・就労移行支援   ■知的障害児通園施設   ・福祉事務所  
・就労継続支援   ・盲ろうあ児施設   ・市区町村社会福祉協議会  
・重度障害者等包括支援   ・肢体不自由児施設   ・婦人相互灸所  
・共同生活介護   ・重症心身障害児施設   ・婦人保護施設  

・共同生活援助   ・情緒障害児短期治療施設   ・母子福祉センター  
・福祉ホーム   ■児童自立支援施設  

・地域活動支援センター   ・指定医療機関  
※上記については、主として身体障  

害者又は知的障害者に行うものに  
限る。  

・身体障害者更生相談所  
・身体障害者福祉センター  

・旧身体障害者更生施設  
・旧身体障害者療護施設  
・旧身休障害者授産施設  
・知的障害者更生相談所  
・旧知的障害者更生施設  
・旧知的障害者授産施設  

・旧知的障害者通勤寮  
・のぞみの園  
・障害者デイサービス   

高齢者関係施  

老人デイサービスセンタ  

老人短期入所施設  
養護老人ホーム  

特別養護老人ホーム  
軽費老人ホーム  
老人福祉センター  
老人介護支援センタ鵬  
老人デイサービス事業  
介護老人保健施設  
地域包括支援センター   
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Ⅷ 転入学等の取扱い  
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○現行制度においては、社会福祉士養成施設から他の社会福祉士養成施設への車云入学等が認め   
られていないが、教育内容が同等であることを前提として、単位互換を認め、これが可能となる仕組   

みとする。   

○単位互換を行うに当たっては、大学又は社会福祉士養成施設が、当該大学等における開講科目   

の教育内容と既修得科目の教育内容とを比較した上で、当該大学等が同等と認めた場合であって、   
当該大学等における開講科目として履修認定を行う場合に限るものとする。   

○ ただし、相談援助実習と相談援助実習指導については、両科目を一体として行うことにより、教育   

効果が見込まれることから、いずれか一方の科目のみの単位互換は認めないものとする。  

他の社会福祉士養成  
他の大学への転入学等  

施設への転入学等   

他の資格の養成施設  

への転入学等   

大学において既習得科目が   

ある場合   
○   ズ ー→9   ‾※   

社会福祉士養成施設におい  
○   ズ →0   ‾※   

て既修得科目がある場合  

他の資格の養成施設におい  

て既修得科目がある場合   
○   ズ →Q   ‾※   

（注）※印については、当該他の資格の養成施設の指定基準等において、転入学等が認められているか否かによる。  
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Ⅸ 施行期日  
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○ 教育力リキュラムの見直しとこれに併せて行われる以下の基準の見  

直しについては、平成21年4月1日から施行する。   
「Ⅰ教育力リキュラム等の内容」   

「Ⅱ 教員」   

「Ⅲ 施設設備」   

「Ⅳ 実習・演習」   

「Ⅴ 通信課程」   

「Ⅵ 情報公開」   

「Ⅷ 転入学等の取扱い」  

O「Ⅶ 国家試験の受験資格における実務経験の範囲」については、平   

成20年度試験（平成21年1月に実施予定）から施行する。  
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